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(1〕 こり部分，とくに(1),(P)Q) 2点については，イー グノレトンの論述IC従った
(Clyde Eagleton, International Government, rev. ed., 19担， p.3臼〕。
(2〕 DavidMitrany，“The Functional Approach to World Orgamzation, 
Inte問 ationalAffairs (19担〕．
(3〕 ibid.Mitrany, A Workinng Peace Sysem, 1943 
c . 4J 田岡良一，『国際法大綱』〔上，巌松堂書店，昭和17年）， 116頁。
「国連と専問機関白間由法的関係」 89





(8〕 Jenks,op cit , p,35 
(9) 田岡，『前掲書』， 116頁。
〔10) Eagleton, op. cit, p 352 








(15〕 Oppenheun,International La叫 eighthed. Vol. I, ed by H. Lauter-










































































〔WalterR. Sharp “The Specialized Agencies and the Umted Nations; 





























































































































































































問機関とは数えられないりが普通である（Bowell,the Law af Inteγnational' 
Institutions, 1964, p. 56, nole (57〕〕。










〔7) Documenl E/NSA/13, JunlO, 1946. 
(8) UPUの場合は．グッドリッチとハンプロが指摘する土う le, !LO !J)場合
le比べて規定の仕方が全体K簡略である（Goodrichand Hambro, The Charter-


















(Shalom, op, cit. p. 75, footnote 9.〕ということや， イー グルトン白いう
「自己資金を持つ企業体」（Eagleton,op. cit. p. 476）ということと無関係で
ないということが，そり理由に深いかかわりを持っているということを指摘して
おきたい。
4. むすび
国連と専門機関の関の法的関係を直接規律する法文書たる各連携協定の
条文に従えば，両機関の間の法的関係は，国連憲章の規定から導き出され
るように一律画一的ではなく，少くともこつの異なる型の法的関係が存在
していることが以上の考察を通して明らかとなった。
一つは， ILO，ユネ兄コ等と国連の聞にみられる法的関係で，大体国連
国連憲章の規定に沿って，連盟の「指揮下」ほどではもとよりないが，国
連の一定の優位を認める関係である。このグループの場合，勧告について
は，「付託義務」及び「報告義務」まで承認した結果，国連に対し国連憲
章の規定以上の優位の立場を認めたということが注目されよう。
いま一つは， IMF，世銀等と国連の間の法的関係で，国連憲章の規定と
は異なる対等・独立の関係である。その聞には，閏連の優位を認める法規
定は特に存在しない。
実定法規上，国連と専門機関の聞の法的関係について，国連憲章の期待
に反して二つの異なる型が成立したこと，及び，国連の調整機能をほとん
ど承認しない IMFグループの専門機関が出現したこと，の二点は，国連
が専門機関の活動調整の機能を果すうえで，法的に大きな問題を投げかけ
るものである。
E追記コ
最初にお断りしたように，本稿は，複雑，多様な国連と専問機関白閣の関係全般
を解説したり分析したりすることを目的とLていない。ひとまず，両者の間の法的
関係に問題を限ることにLた。しかし，国連と専問機関申関白法的関係自分析とし
ても，本稿は十分なものとはいえないであろう。とくに，筆者。予定としては， 3
100 
のあとにもう一節，「国連と専問機関り問自法的関係にみられる問題刺を加える
つもりであったが，事情により〈主として時間とスペース自制約白ため〉この一節
を己むを得ず省くことになったので，なおさら不完全さを痛感する。後日，折を見
てこの点をつけ加える作業を行ないたいと考えている。
